
（討議用参考資料） 
業務内容  

 

出資比率 

政 府→親会社 

親会社→子会社 

業務内容 

利用限度額 

販売商品 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼ ユニバーサルサービスの内容は何か。 
 

▼ それ以外の業務内容はどうするか。  
 

ユニバーサルサービス 

コスト負担 

誰が負担するのか 

どうやって捻出するのか 

▼ 行政サービスの補完事務をどうするか。 
 

▼ そのためのコストをどう考えるか。  
 

▼ 3 事業一体サービスと競争条件の公平

性をどうバランスさせるか。 
 
 

▼ 自主的業務とユニバーサルサービス

業務をどうバランスさせるか。 
 
 
 

▼ その他。 



組織の位置づけ
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（あるべき姿を模索することが必要）

官立公益法人
独立行政法人
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